
 

 

 

 

 

19 春闘は、賃金の大幅な引上げ・人員増・勤務改善を！ 

JAL 争議・エミレーツ航空の解雇・KLM 客乗職契約制雇い止

め・フィンランド航空の転勤問題など全ての争議解決を 
各社の人員削減、勤務改悪の中で、現場労働者は長時間勤務と高稼働の中で健康破壊が進行しています。また、

事故トラブルなども多発しています。安全運航を担うためにも、19 春闘では生活の改善・向上のできる大幅な賃金

引上げ、勤務の抜本的改善、正社員での雇用拡大を勝ち取るために、職場で、アンケートの取り組みをはじめ、多

くの仲間との話し合いなどを積極的に行い、確信ある要求を作り上げるとともに、組織の拡大強化が重要です。ま

た、JAL・エミレーツの解雇・KLM の契約制客室乗務員の雇い止め・ソラシドエアの不当労働行為など全ての争議解

決に向けた闘いが求められています。 

 

企業業績 2019 年 3 月期最高を見込む、 

一方で労働者の賃金は低下 
上場企業の 2019 年 3 月期の業績については、売上高

で 4％増の 583 兆 5800 億円、経常利益 44 兆 400 億円、

純利益 30 兆 2237 億円を確保すると見通しています。

また、2018 年 4 月～9 月の企業業績は、前年同期比

20％と好調で、純利益は 165 兆 5000 億円と 2 年連続最

高益となっています。また、企業の内部留保 446 兆円

と最高の中でも、労働者への人件費配分率は、17 年度

の実質賃金で前年度より 0.2％減少しています。また、

17 年度の純利益は 2012 年（第二次安倍内閣発足）か

ら 2.3 倍に増えていますが、従業員の賃金は消費税増

税や物価上昇の影響で実質的に 5 万 4000 円減っていま

す。この様に賃上げが進んでいない実態が明らかとな

っています。 

 
18 年 12 月 14 日赤旗新聞 

 
増税は生活と経済を悪化、経済の好循環には増

税撤回と社会保障改善・賃金底上げを 
安倍首相は臨時閣議で、来年 10 月から消費税率を

8％から 10％へと増税（2％増で毎年 5 兆円増税）する

としています。増税については、「前回引き上げの経

験を活かし、あらゆる施策を総動員し、経済の影響を

及ぼさないように」として、「ポイント還元」「軽減

税率導入」を行うとしています。しかし、8％の増税導

入時に福祉給付金を行いましたが効果が見られません

でした。また、家計消費は、18 年 9 月～11 月の 3 ヵ月

連続マイナスとなっています。 

日銀の 18 年 12 月「生活意識調査」では、1 年後の

景気が「悪くなる」と答えた人は 39.8％と増加してお

り、消費税 10％になればさらに景気が悪化することは

明らかです。 

国民の暮らしを守り消費を向上させるためにも、消

費税率の引き上げは撤回し、合わせて社会保障費の改

善、労働者への大幅な賃金の底上げが必要であり、そ

の事が経済の好循環へと結びつきます。 

 

 
19 年 1 月 12 日赤旗新聞 

 

国民生活重視の 19 年度国家予算が求められる 

政府は、2019 年度の国家予算は、102.4 兆円を上回

る見通しです。概算要求では、防衛費が 4 年連続 5 兆

円を超え、一方では国民生活に必要な社会保障につい

ては抑制しています。経済財政運営の指針としての

「骨太方針」を閣議決定し、2025 年度に基礎的財政収

支を黒字化するという新たな目標を掲げています。保

育や教育無償化をとしていますが、消費税率 10％の増

税が前提としています。そして、歳出重点は国民生活

に負担を強いる社会保障などが重点としており、「社

会保障の自然増の抑制」「医療・介護サービス供給体

制の適正化・効率化」「給付と負担増の適正化」で歳

出の削減など国民活を圧迫する予算となっています。

国民が安心して暮らせる経済政策の抜本的見直しが求

められます。 
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全ての争議を解決し 
安全・安心の航空へ 

 



 
18.10．13 赤旗新聞 

 

健康で文化的な生活には、人間らしい労働を 

「働き方関連法」に基づき来年 4 月から実施される罰

則付き残業時間上限規制では、最長 100 時間まで認め

られることになりました。厚生労働省は、労使協定を

結ぶ際には、上限をなるべく下げ、原則の月 45 時間に

出来る限り近づけるなど指針を打ち出し、今後は、省

令・指針などを決めていくとしています。しかし、労

働者の労働時間などいまだに改善が進まず、教職員の

職場では小学校で 6 割、中学校で 7 割以上の教員が過

労死ラインを超える長時間労働（文科省調査）が明ら

かとなっています。私たちは、36 協定での残業上限の

規制や過労死を生み出す長時間労働の制限などの取り

組みが重要です。そして 8 時間働いで生活できる賃金

と、健康で安心して働き続けることのできるディーセ

ントワーク（人間らしい働き方）が必要です。特に、

公共交通産業で働く航空労働者は、安全運航を重視す

る働き方が必要です。 

 

 
18 年 8 月⒑日 東京新聞 

19 春闘は大幅な賃金の底上げが必要 

 安倍首相は、財界に対して賃上げ（6 年連続）を要

請し、「ちなみに 5％」と話していいます。こうした

首相の動きの中で、2019 年春闘について連合は、「基

本給を一律に引き上げるベースアップには、賃金底上

げに限界がある」として「ベアと定昇に引き上げ率は

明記を見送り、今後の検討事項」とし賃金引上げの要

求方法見直しを行うとしています。また、19 春季労使

交渉で 2％程度のベースアップとしており、定昇を含

めて 4％程度の要求を行うとしています。国民春闘共

闘委員会は、「消費税阻止の闘いと同時に、生活を守

る立場からも大幅な賃上げ」をとしており、「内部留

保を溜め込む大企業の社会的責任追及を念頭に、全国

一律最低賃金制度の確立」、「実質賃金減少分を解消

し、ベースアップを基本に月例賃金の大幅引き上げ」

をなどとしています。私たちは、安倍政権の消費税率

10％へと引き上げる動きの中で、生活向上を目指した

積極的な要求作りが 19春闘では重要です。 

 

 
 18 年 12 月 27 日 日経新聞 


